
図5-2-4「 野 田ええとこ百選」で 「ま ちなみ」 と して選 ばれた建物の写真(そ の2)



図5-2-5「 野 田ええとこ百選 」で 「まちなみ」 と して選 ばれ た建物 の写真(そ の3)



図5-2-6「 野 田ええ とこ百選 」で 「まちなみ」 として選ばれた建物の写真(そ の4)

図5-2-7「 野 田ええと こ百選 」で選 ばれ た 「路地」の写真(そ の1)



図5-2-8「 野 田ええ とこ百選」 で選 ばれ た 「路地」の写真(そ の2)



図5-2-9「 野 田ええ とこ百選 」で選 ばれ た ものの例(「 ま ちなみ 」「路地」 以外)



5-3地 震時に被災危険性の高い居住者の特性

阪神・淡路大震災では,密集市街地における住宅の倒壊などにより発生 した道路閉塞によって,

避難活動,救 助活動,消 火活動に大きな支障をきたした.本 節では,野 田地区を事例として,居

住者の住宅および世帯の特性 と,大 地震発生時において道路閉塞により被災する危険性を,住 宅

形式(戸 建て住宅,長 屋建て住宅,共 同住宅)別 に把握する*12.

本節の構成 として,ま ず,現 地目視調査をもとに道路閉塞発生の危険性 を把握する.つ ぎに,

アンケー ト調査をもとに居住者の住宅お よび世帯の特性 を住宅形式別に把握す る.さ らに,道 路

閉塞による居住者の被災危険性を住宅形式別に把握 して,長屋集積地区において道路閉塞対策を

進めるうえで留意すべき点を考察す る.

研究の方法 として,野 田地区の うち,第4章4-1節 で抽出 した 「長屋集積地区」に該当する野

田2,3,5丁 目を対象 として,現 地目視調査,図 上計測,ア ンケー ト調査を併用 して,建 築物,道

路幅員,住 宅,世 帯の状況を把握す る.

5-3-1道 路閉塞発 生の危険性

野 田2,3,5丁 目の総 面積 は25.6haで ある.道 路幅員別 の総延長 比を大阪市の道路現況平面図

(1/500)で 計 測す る と,外 周道 路を含 む地区全体で,幅 員4m未 満 が45.3%,4m以 上8m未 満

が38.8%,8m以 上 が15.9%で ある.幅 員4m未 満が5割 近 くを占めてお り,狭隘 道路が多 い(図

5-3-1).ま た,幅 員8m以 上の道路 の99%が 地 区の外周道路 であ り,地 区内部 には幅員8m以 上

の道路 はほ とん ど存在 しない.

塚 口博 司 ら(1996)は,阪 神 ・淡路大震災 にお ける道路 閉塞 の状 況を調査 し,自 動車 が通行 で

きない よ うな道路 閉塞 は,幅 員8m未 満 に多 く発 生 し,特 に幅員4m未 満 では,歩 行者 も通行 で

きない よ うな道路 閉塞 が多 く発生す るこ とを明 らかに している.ま た,道 路 閉塞 に大き く影響す

る要因 として,「 震度 」 「道路幅員 」「木造建物延長 率(木 造建物 が道路 に面す る割 合)」 をあげて

い る.

こ うした知見 をふ まえ,本 節 では,震 度 を与件 として,道 路幅員 と倒 壊危険性 の高い木 造建 築

物 に着 目 して,道 路 閉塞が発 生す る危険性 を推定す る*13.

道路幅 員 につ いて は,道 路現況平面図(1/500)で 計測 し,倒 壊危険性 の高い木造建築物 につ

*12道 路閉塞に関する既往研究をみると,阪 神 ・淡路大震災における道路閉塞の実態に関する研究(塚 口

博司 ら:1996,家 田仁 ら:1997,関 沢愛 ら:1997な ど),道 路閉塞の予測や防災性能の評価手法に関する

研究(家 田仁 ら:1998,久 貝壽之ら:1999,2001な ど)は 存在する.し か し,密 集市街地における道路閉

塞の危険性の実態を,危 険に曝されている居住者の住宅や世帯の特性 と関連づけて分析 した研究は,筆 者

が知る限 り存在 しない.な お,こ こでは,住 宅形式に着 目して分析を行 うが,そ の理由として,住 宅形式

別にみた特性は,事 例地区のみならず,戦 前長屋集積型の密集市街地に共通する一定の普遍性を有すると

考えられること,ま た,建 替え誘導策などの密集市街地整備の有効性を考察するうえで,住 宅形式別に住

宅および世帯の特性を把握 しておくことが有益であることがあげられる.

*13そ の他 ,道 路閉塞をもたらす要因として,非 木造建築物の倒壊,電 柱の倒壊などがあるが,本 論文で

は,最 も主要な要因である木造建築物の倒壊のみを推定に用いる.



図注:敷 地内の通路も

含めている.

図5-3-1野 田地 区(2,3,5丁 目)に お ける道路幅 員の状況

図の黒塗 りの部分は,倒 壊危険性の高い木造建築物と推定される

建築物がある敷地を表す.

図5-3-2野 田 地区(2,3,5丁 目)に おける倒壊危険性の高 い木造建築物の分布



い ては,外 観 目視 による現 地調 査で把握 した.外 観 目視 による現 地調 査 は,2000年11月 お よび

2001年10月 に行 い,木 造建築物で老朽化 してい ると判断で きる もの*14,木 造3階 建てで一階に

駐車 スペ ースな どの大 きな開 口部 があ るもの を,倒 壊危険性 の高い木造建築物 であ ると判断 した.

調査 の結 果,2001年10月 現在,地 区内 には総数1,472棟 の建 築物 が あ り,木 造建築物は1,079

棟(73.3%),倒 壊危 険性 の高い木造建築物 は855棟(全 体 の58.1%,木 造建築物 の7972%)存

在す る ことがわか った(図5-3-2).ま た,倒 壊危険性 の高い木造建築物 の うち住宅(併 用住宅 を

含む)は,717棟(全 体の48.7%,倒 壊危 険性 の高い木造建築物 の83.9%)で ある.

倒壊危険性 の高い木造建築物855棟 の前面道 路幅 員*15は,4m未 満 が52.7%(855棟 に対す る

割合),4m以 上8m未 満 が40.8%,8m以 上 が6.4%で ある.

道路 閉塞 には,歩 行者 が通行困難 となるよ うな閉塞 か ら大型車両 が通行 困難 とな るよ うな閉塞

まで,閉 塞 の程度 は様 々に想 定で きる.そ こで,本 論文で は,居 住者 に対 して よ り深刻 な状況 も

た らす 道路閉塞 として,自 動 車のみな らず,歩 行者 も通行困難 となる よ うな道路閉塞 の発生 を想

定 し,こ うした道 路閉塞が発生す る危険性 を,「 非 常に危険 が高い」 「危険 が高い」の2段 階 に分

け,そ れぞれが生 じる場合 を,以 下の よ うに仮 定す る*16.

・非 常に危険性 が高い

道路幅員4m未 満で,道 路の両側に倒壊危険性の高い木造建築物がある場合

・危険性が高い

道路幅員4m未 満で,道 路の片側に倒壊危険性の高い木造建築物がある場合,ま たは,道 路幅

員4m以 上8m未 満で,道 路の両側に倒壊危険性の高い木造建築物がある場合

この仮定にしたがって図上計測 した結果,道 路閉塞の発生危険性が高い道路総延長比は,外 周

道路を含む地区全体の道路総延長に対 して,「非常に危険性が高い」が17.5%,「 危険性が高い」

が33.5%,合 わせて51%と い う結果 となった(図5-3-3).

5-3-2ア ンケー ト調査の概要

事例地区における世帯特性および道路閉塞による被災危険性を住宅形式別に把握するため,無

*14た とえば,建 設省建築研究所(1996)に よると,阪 神 ・淡路大震災で倒壊 した住宅の多くは,新 耐震

基準施行以前の建築時期が1981年 以前のものであったことが報告 されている.そ こで,外 観 目視により,

建築時期がおおむね1970年 代以前のものと推測できるものを老朽化 していると判断 した.な お,木 造建築

物の倒壊危険性には,地 盤の種類,屋 根の種類,基 礎の種類,耐 力壁の配置などの要因も影響すると考え

られる.地 盤については,事 例地区は,市 街化以前は水路が入 り組む湿地帯であったことから,全 体が非

常に悪い地盤であると判断できる.そ の他の要因については,外 観 目視調査の制約上,特 に考慮 しなかっ

た.

*15複 数の道路に接道 している場合は,最 も幅員が広い道路の幅員とする.
*16道 路閉塞の閉塞状況には,倒 壊する建築物の道路境界線からの壁面後退距離や建築物の高さの影響も

考えられる.し かし,事 例地区における倒壊危険性の高い木造建築物のうち,50cm以 上の壁面後退距離が

確認できるものは 鑑棟のみであり,50cm未 満の壁面後退距離は推定誤差の範囲とみな して考慮 しない.ま

た,倒 壊危険性の高い木造建築物の うち,1階 建てが7.3%,2階 建てが85.7%,3階 建てが7,0%で あるこ

とか ら,倒 壊する建築物は2階 建ての高さを基本 とし,1階 建てや3階 建て との高さの差は,推 定誤差の

範囲 とみなして考慮 しない.



図5-3-3野 田 地区(2,3,5丁 目)に おける道 路閉塞発生の危険性が高 い道 路の分布

表5-3-1野 田地 区における住 宅の建築時期 と形式



作為抽 出 によるアンケー ト調 査 を実施 した。

ア ンケー ト調査 は,福 島区野 田地区の現地 目視調査(1998年8月)を もとに無作為に抽 出 し

た住宅236戸 を対象 に,1998年10月30日 か ら11,月30日 にかけて行 った*17.質 問項 目は,居

住者 の状況(年 齢,続 柄,職 業)と 住宅の状況(住 宅形式,建 築時期,構 造,敷 地面積,土 地 ・

建物 の権利 形態)で あ る*18.

調 査票 は留 置 ・自記式 で*19,調 査票の配布 は戸別 訪問 とし,回 収 は戸別 訪問 と郵送 を併 用 し

た.な お,ア ンケー ト調査 を円滑 に行 うた め,各 地区の町会長 を通 じて,各 住戸に協力 をお願い

した.回 収結果 は,回 収数178通,回 収率75%で あ る.そ の うち,回 答 に記載 漏れがない有効

票 は148通 で,有 効 回収率 は63%で あ る.以 下,本 論文 では,ア ンケー ト有効票1通 を1世 帯

=1住 戸 とみ な して分析 を進 める .

ア ンケー ト有効 票148通 の各住戸の居住者総数 は369人 で,性 別 は男性166人(45%),女 性

203人(55%)で ある.居 住者 の年齢 は1歳 か ら91歳 まで分布 してお り,平 均年齢 は46.8歳 で

あ る.居 住者 の年齢別人 口構成割合 をみる と,15歳 未満の年少者 が11%,65歳 以上の高齢者が

24%で ある*20.ま た,ア ンケー ト有 効票の148通(戸)を 住宅形式別 にみ ると,戸 建て住宅が

39%,長 屋 建て住宅 が41%,共 同住 宅が20%で あ る.権 利形 態別 にみ る と,持 地 ・持 ち家が49%,

借 地 ・持 ち家 が15%,借 家 が36%で ある.

なお,ア ンケー ト有効票148戸 の前面道路幅員 を図上計測す る と,4m未 満 が42%,4m以 上

8m未 満 が43%,8m以 上が16%で ある*21).

5-3-3住 宅形式 別にみ た住 宅および世帯の特性

ア ンケー ト有効票148戸 につ いて,住 宅お よび世帯 の特性 を住 宅形 式別 に把握す る.な お,同

じ住宅形 式であ って も,建 築時期 に よって住宅や世帯の特性 が大 き く異な る可能性 があるので,

分析 に用 い る住宅形式 は,建 築時期 を考慮 した もの とす る.

そ こで,ア ンケー ト有効票148戸 の建築時期 を 「1945年 以前」 「1946年 か ら1960年 」 「1961

*171998年 の現地目視調査では,2,419戸 の住宅(空 き家を含む)を 確認 してお り,ア ンケー ト対象住宅

236戸 の抽出率は約10%で ある.

*18実 際には,こ れ以外の項目についても質問を行ったが,こ こでは,本 論文に直接関係す る項 目のみを

あげている.

*19た だ し,ア ンケー ト対象者が高齢で視力や手が不 自由などの理由により自筆が困難な場合には,聞 き

取 りを行った.
*20ア ンケー ト有効票148通 が事例地区の母集団の状況を反映しているかどうかを検証するため,年 齢別

人口構成割合および住宅形式別の世帯構成割合それぞれについて,ア ンケー ト有効票のデータが平成7

(1995)年 国勢調査のデータと適合性があるか否かを,カ イ2乗 検定を用いて統計的に検定 した.検 定の

結果,有 意水準5%で,全 数調査である国勢調査 との適合性を否定できず,し たがって,母 集団の状況を

反映 していることがわかる.な お,ア ンケー ト調査と国勢調査では調査時期が3年 ずれるが,国 勢調査が

示す母集団の大きな傾向は3年 程度では変動 しないと仮定す る.

*21複 数の道路に接道 している場合は,最 も幅員が広い道路の幅員 とする.な お,ア ンケー ト有効票148

戸の前面道路幅員が事例地区全体の状況を反映しているかどうかを,カ イ2乗 検定を用いて検定した結果,

有意水準5%で 適合性を否定できず,し たがって,母 集団の状況を反映 していることがわかる.



年 か ら1980年 」 「1981年 以降」の4期 間 に区分 し,ま た,住 宅形式 を 「戸建 て住宅」 「長屋建 て

住宅」 「共 同住宅」 の3つ に区分 し,そ れぞれ をク ロス集 計 したのが表5-3-1で ある.

表5-3-1よ り,建 築時期 「1945年 以前」 とい う戦前 の住 宅が全体 の43%を 占め,そ の78%が

「長屋建 て住 宅」 であ る.ま た,建 築時期 「1981年 以降」 とい う近年建 築 された住宅 も全体の

32%を 占め,そ の48%が 「戸建 て住 宅」,50%が 「共 同住宅 」であ る.

建築 時期 を 「1980年 以前 」と 「1981年 以降」で分類す ると,「 戸 建て住 宅」につ いては大 きな

偏 りがな く,60%が 建築時期 「1980年 以前」,40%が 建築時期 「1981年 以降」であ る.一 方,「 長

屋 建て住宅」については,そ の98%が 建築時期 「1980年 以前」,「共同住宅」 につ いては,そ の

80%が 建築時期 「1981年 以降」であ る.

したがって,サ ンプル数 を考慮 して,「 戸建 て住 宅」について は,建 築 時期 を 「1980年 以前」

と 「1981年 以降」に分 け,「 長屋建 て住 宅」 と 「共 同住 宅」は時期 を分 けず に分析 を行 うことに

す る.

以下,住 宅形式 を,「 建築時期 が1980年 以前 の戸建 て住 宅」(全 住戸数 の24%),「 建築 時期が

1981年 以 降の戸建 て住宅 」(16%),「 長屋建 て住 宅」(41%),「 共 同住 宅」(20%)の4つ のカテ

ゴ リーに分類 して,ク ロス表 にお けるカイ2乗 検 定(独 立性 の検定)の 残 差分析*22を 行 い ,住

宅お よび世帯の特性 を把握す る.

クロス表 に用い る項 目は,住 宅 に関 しては,構 造(木 造,木 造 と非木造の混構造,非 木造),

敷地面積*23(50m2未 満,50m2以 上100m2未 満,100m2以 上),土 地 ・建物 の権利形態(持 地 ・持

ち家,借 地S持 ち家,借 家),前 面道路 幅員(4m未 満,4m以 上8m未 満,8m以 上),倒 壊危険

性(木 造 で倒壊危険性が高い,そ れ以外)*24で ある.

また,世 帯に関 しては,世 帯人数(1人,2人,3人,4人,5人 以上),世 代*25(1世 代,2

世代,3世 代),年 少者*26の 有無(年 少者 あ り,年 少 者な し),高 齢 者*27の 有無(高 齢者 のみ,

高齢者 と非高齢者の混合,非 高齢者 のみ),主 た る家計支持者 の職 業(会 社な どに勤務,自 営業 ・

自由業,パ ー ト ・アルバイ ト ・無職)で あ る.

これ ら各項 目を,「 建築時期 が1981年 以降の戸建て住宅」,「建築時期が1980年 以前 の戸建て

住 宅」,「長屋 建て住宅 」,「共同住宅 」のそれ ぞれ とク ロス集 計 し,残 差分析 を行 った結果 が表

5-3-2で ある.

表5-3-2よ り,住 宅形 式別 に特徴 的な項 目を挙 げる と,「建 築時期が1980年 以前 の戸建て住宅」

*22ク ロス表の各項 目について
,カ イ2乗 検定(独 立性 の検定)に お ける調整化残 差(=実 測 度数 と期待

度数 の差 を標準正規分布 に従 うよ うに調整 した値)を 算出 し,有 意水 準5%を 特徴 的で あるか どうかの判

断基準 と した.

*23敷 地 面積のデー タについては
,ア ンケー トの回答 に信 頼性の低 いものが一部み られたた め,地 形 図

(1/2500)に よ る図上計測でデー タの不備 を補 った.

*24倒 壊 危険性 の判断は
,現 地 目視調査 にも とづ く.

*25親 子 は 「2世 代」,夫 婦や き ょうだ いは 「1世代 」,お じ ・おば ・おい ・めい との関係 は 「2世代 」 とす

る.

*2614歳 以 下 を 「年少者」 とす る .

*2765歳 以 上 を 「高齢者」 とす る .



表5-3-2野 田地区における住宅形式別にみた住宅および世帯の特性

表注:表 中の記号

「+」および 「-」は,

X2乗 検定による残

差分析の結果,そ れ

ぞれ 「正」の方向,

「負」の方向に有意

水準5%で 特徴的で

あることを示す.



は,他 の住宅形式 と比較 して,住 宅については,構 造 では 「木 造」が多 く,土 地 ・建 物の権利形

態では 「持 地 ・持 ち家」が多 く,「 倒壊危険性 の高い木 造」が多い.ま た,世 帯につい ては,高

齢 者の有無では 「高齢者 のみ」が多 く,主 た る家計支持者の職業 では 「パー ト・アルバイ ト・無

職 」 といった定職 を持 たない世帯が多 い.

「建築時期が1981年 以降の戸建て住 宅」は,住 宅につ いては,土 地 ・建物 の権利 形態で は 「持

地 ・持 ち家」が多い.ま た,世 帯については,「 建築時期が1981年 以降の戸建て住宅 」は,世 帯

人数では 「4人」 「5人以上」が多 く,世 代で は 「2世代 」 「3世代」が多 く,年 少 者の有無 では 「年

少者 あ り」が多 く,高 齢者の有無 では 「高齢者 と非高齢者 の混合」が多 い.

「長屋建て住宅」 は,住 宅 につ いては,構 造では 「木造」が多 く,敷 地 面積 で は 「50m2未 満

が多 く,前 面道路幅員で は 「4m未 満 」が多い.ま た,世 帯 については,世 帯人数 では 「2人 」

が 多 く,主 た る家計支持者 の職業 では 「パ ー ト・アル バイ ト・無職」 が多い.

「共 同住宅」 は,住 宅 につ いては,構 造では 「非木 造」が多 く,敷 地面積 では 「100m2以 上」

が多 く,土 地 ・建物 の権利形態 では 「借 家」が多 く,前 面道 路幅員 では 「8m以 上」 が多い.ま

た,世 帯 について は,世 帯人数 では 「1人」が多 く,世 代で は 「1世代 」が多 く,高 齢者 の有 無

では 「非高齢者 のみ」が多 く,主 た る家計 支持者 の職業 では 「会社 な どに勤務 」が多い.

5-3-4住 宅形式別にみた道路閉塞に よる被災危険性

アンケー ト有効票148戸 につ いて,各 世帯の居住 者が道路閉塞 によ り被 災す る危険性 を住 宅形

式別 に把握す る.道 路閉塞 に よる被 災危険性 は,5-3-3項 で検討 した想 定を用い,大 地震発 生時

にお いて,各 世帯の居 住者 が地 区外周の幹線道路 または地 区内部 にあ る小学校(の 正門 あるいは

裏門)に 歩行 によ り避難す る場合 に,道 路閉塞発生の危険性が 「非 常に危 険性 が 高い」 「危 険性

が高 い」道路(図5-3-3)を 通過す る長 さに よって判断す る*28.

なお,避 難路 は通常複数存在す るが,{「 非常に危険が高 い」道路 を通過 す る長 さ×2+「 危険

が高 い」道路 を通過す る長 さ}に よって計算 され る 「危険道路延長 」*29が 最小 とな る避難 路 を

選択す る と仮定す る.

アンケー ト有効票148戸 につ いて,以 上の よ うな基準 で図上 計測 し,各 戸 の 「最小危険道 路延

長」 を算 出す る と,最 小0m,最 大177m,平 均30m,標 準偏差32mと い う結果 となった.デ ー

タの分布 をみ る と,148戸 の うち,0mが22%,0m超30m未 満が34%,30m以 上60m未 満 が

32%,60m以 上 が11%で あ る.「 最小危険道路延長」が0m超30m未 満 であ って も危険 な状 況 に

*28ア ンケー ト調査 と現地 目視調査では調査時期が3年 ずれるが,住 宅形式別にみた道路閉塞による被災

危険性の傾向は,3年 程度では変動 しないと仮定する.

*29「 非常に危険が高い」道路延長に 「危険が高い」道路延長の2倍 のウエイ トを与えているのは,「非

常に危険が高い」道路は 「危険が高い」道路と比べて,幅 員4m未 満の場合は,倒 壊危険性の高い木造建

築物が,前 者は道路の両側に,後 者は道路の片側にあること,ま た,倒 壊危険性の高い木造建築物が道路

の両側にある場合は,前 者は幅員が4m未 満,後 者は幅員が4m以 上8m未 満であることから,道 路閉塞の

平均的な発生確率が,「非常に危険が高い」道路は 「危険が高い」道路の2倍 程度であると想定できるため

である.



あると言え,道 路閉塞によって,歩 行による避難 さえも困難 となる危険性が高い世帯が多く存在

することがわかる.

さらに,「最小危険道路延長」の特徴を住宅形式別に把握するため,「最小危険道路延長」を,

0m,0m超30m未 満,30m以 上60m未 満,60m以 上の4つ に分類 し,住 宅形式別 にクロス集計

し,カ イ2乗 検定(独 立性の検定)の 残差分析を行った結果が表5-3-3で ある.

表5-3-3よ り,住 宅形式別にみて特徴的な項 目を挙げると,「建築時期が1980年 以前の戸建て

住宅」は,「最小危険道路延長」が 「0m」 の住宅が少な く,「0m超30m未 満」が多い.建 築時

期が1981年 以降の戸建て住宅」は,「30m以 上60m未 満」が多い.「長屋建て住宅」は,「0m」

が少ない.「共同住宅」は,「0m」 が多く,「0m超30m未 満」「30m以 上60m未 満」が少ない.

以上の結果を,5-3-4項 の分析をふまえてまとめると,「建築時期1980年 以前の戸建て住宅」

および 「長屋建て住宅」は倒壊危険性の高い木造住宅が多 く,居 住者 自らが危険であるだけでな

く,倒 壊 によって道路閉塞をもた らす可能性が高い.さ らに,居 住者には高齢者が多いうえ,そ

の居住者の多くは道路閉塞によって自らも被災する危険性が高い状況にある.

「建築時期が1981年 以降の戸建て住宅」の居住世帯は,世 帯人数が多 く,年少者を含む世帯,

高齢者 と非高齢者の混合世帯,3世 代世帯が多いことから,地 区の人口回復や人口構成のバラン

ス回復に寄与す るとい う点では,地 区全体の住環境に良い効果をもた らしている.し かし,「建

築時期が1981年 以降の戸建て住宅」自体は,倒 壊危険性の高い木造住宅が少なく,道 路閉塞を

もた らす可能性が低いにもかかわらず,そ の居住者の多 くは道路閉塞によって被災する危険性が

高い状況にある*30.

つま り,「共同住宅」の居住者以外は,道 路閉塞によって被災する危険性が高い居住者が多く,

さらに,そ の居住者に高齢者や年少者 とい う災害弱者も多い傾向にあることがわかる.

また,倒 壊危険性の高い木造住宅の割合が多い 「建築時期が1980年 以前の戸建て住宅」には,

高齢者のみで構成 され る世帯や定職を持たない世帯が多 く,ま た,同 じく倒壊危険性の高い木造

住宅の割合が多い 「長屋建て住宅」は,敷 地面積50m2未 満の狭小敷地が多い うえ,定 職を持た

ない世帯が多い.こ うした世帯は,建 替えや住み替えを行 うことが困難な世帯が多いことから,

長屋集積地区において道路閉塞対策を進 めるにあたっては,建 替え促進策だけでなく,木 造住

宅の倒壊危険性を,高 齢者世帯や定職を持たない世帯などにも対応 しつつ,よ り安価で早 く低減

できる手法が必要である.そ の意味で,木 造住宅の耐震改修 を促進する施策は検討に値すると考

える.と くに,戦 前長屋は,倒 壊危険性の高い木造住宅に占めるウエイ トが高く,そ の耐震改修

の促進が重要な課題であるといえる.

*30木 造建築物の倒壊にともなう道路閉塞の発生が,倒 壊 しない建築物にも影響を及ぼす状況を,図5-3-4

にイメージとして示す.



表5-3-3住 宅形式別にみた 「最小危険道路延長」

・表注1:「 最小危険道路延長」 とは,{「 非常に危険が高い」道路を通過する長 さ×2+、

「危険が高い」道路を通過する長さ}に よって計算 される 「危険道路延長」が最小 となる

避難路のこと(詳 細は本文を参照).

・表注2:表 中の記号 「+」および 「-」は,x2乗 検定による残差分析の結果,そ れぞれ 「正」

の方向,「 負」の方向に有意水準5%で 特徴的であることを示す.

① 大地震発生時に倒壊する木造建築物

(黒塗り部分:地 区内の木造建築物の1/3

程度が倒壊すると仮定 している.倒 壊建築

物の特定は,現 地目視調査にもとづ く仮の

想定)

② 大地震発生時に倒壊 しないが,他 の建築物

の倒壊で発生した道路閉塞により,避難 ・

救助困難となる危険性が高い建築物

(黒塗り部分:道 路閉塞の発生箇所は,倒

壊建築物の階数と前面道路幅員にもとづく

仮の想定)

図注:本 図は,木 造建築物の倒壊にともなう道路閉塞の発生が,倒 壊 しない建築物

にも影響を及ぼすことをイメージとして示 したものであり,地 震時の被害想定を直

接 目的としたものでない.

図5-3-4道 路閉塞により避難 ・救助困難となる危険性が高い建築物の分布




